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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第18期中 第19期中 第20期中 第18期 第19期 

会計期間 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

(1)連結経営指標等           

売上高（千円） 81,064 － － 207,290 － 

経常損失（千円） 77,003 － － 97,574 － 

中間（当期）純損失 

（千円） 
21,773 － － 45,905 － 

純資産額（千円） 1,428,786 － － 1,412,788 － 

総資産額（千円） 1,513,006 － － 1,493,621 － 

１株当たり純資産額（円） 34,698.64 － － 34,107.20 － 

１株当たり中間（当期）純

損失（円） 
1,463.39 － － 1,633.37 － 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 94.4 － － 94.6 － 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー（千円） 
△25,458 － － △116,170 － 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー（千円） 
△129,085 － － △1,040,961 － 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー（千円） 
990,988 － － 1,026,477 － 

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高（千円） 
1,129,328 － － 162,229 － 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（人） 

38 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

37 

(－) 

－ 

(－) 

 



 （注）１．当社は、第19期中間期より子会社の清算が結了し、子会社がなくなったため、中間連結財務諸表を作成して

おりません。 

２．当社は、持分法を適用した場合の投資利益については、第18期までは連結財務諸表を作成しているため、第

19期以降は関連会社が存在しないため記載しておりません。 

３．当社は、中間キャッシュ・フロー計算書を第19期中間会計期間より作成しているため、第18期以前の営業活

動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フローな

らびに現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高については記載しておりません。 

４．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

５．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり中間（当

期）純損失が計上されているため、記載しておりません。 

回次 第18期中 第19期中 第20期中 第18期 第19期 

会計期間 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

(2)提出会社の経営指標等           

売上高（千円） 81,064 106,603 150,714 207,290 240,556 

経常損失（千円） 75,381 36,882 32,045 96,785 30,008 

中間（当期）純損失 

（千円） 
21,461 51,318 34,248 44,937 775,202 

持分法を適用した場合の投

資利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 784,320 788,404 789,634 788,404 789,020 

発行済株式総数（株） 41,177 41,422 41,489 41,422 41,459 

純資産額（千円） 1,428,094 1,363,053 605,770 1,412,753 638,928 

総資産額（千円） 1,512,223 1,416,080 661,917 1,493,405 689,414 

１株当たり純資産額（円） 34,681.83 32,906.51 14,600.74 34,106.34 15,411.09 

１株当たり中間（当期）純

損失（円） 
1,442.41 1,238.92 825.93 1,598.90 18,707.07 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） － － － － － 

自己資本比率（％） 94.4 96.3 91.5 94.6 92.7 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー（千円） 
－ △36,005 14,872 － △50,699 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー（千円） 
－ 91,551 3,573 － 218,668 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー（千円） 
－ △3,005 △1,333 － △4,856 

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高（千円） 
－ 199,752 327,438 － 310,325 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］ 

（人） 

38 

[－] 

37 

[－] 

42 

[－] 

37 

[－] 

35 

[－] 



２【事業の内容】 

   当中間会計期間において、当社は、新規事業として不動産媒介事業を立ち上げました。 

   これは、前期試験的に実施しておりました不動産媒介業務及びコンサルティング業務が一つの事業の柱になると判

断し、組織体制を整備し、事業として開始したものです。 

   この結果、平成18年９月30日現在では、当社はパッケージソフトウェア事業、受託開発事業、ネットワークソリュ

ーション事業、不動産媒介事業の４事業を営むこととなっております。 

３【関係会社の状況】 

   当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1)提出会社の状況 

 （注）１．従業員数が前期末に比べ、７名増加したのは、販売本部の体制強化等を目的とした中途採用によるものであ

ります。 

     ２．従業員数は、就業人数であり、臨時雇用者数は従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しておりま

す。 

(2)労働組合の状況 

   労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 42 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、引き続き全体の景気は回復してきており、企業収益の改善により、設備

投資は増加しております。雇用環境は厳しさが残るものの、改善が見られており、また企業の好調さが個人消費へ

波及し、緩やかに増加している状況です。一方、原油価格の動向が、今後の経済に与える影響が懸念されます。 

 このような経済状況下において、当社におきましては、新規事業として不動産媒介事業を開始し、パッケージソ

フトウェア事業、受託開発事業、ネットワークソリューション事業の既存３事業とあわせた４事業体制による事業

展開を行ってまいりました。 

 その結果、当中間会計期間における売上高は150,714千円（前年同期比41.3％増）と前年より改善しているもの

の、当初計画を大幅に下回ったため、営業損失31,867千円（前年同期は47,441千円の損失）、経常損失32,045千円

（前年同期は36,882千円の損失）、中間純損失34,248千円（前年同期は51,318千円の損失）となりました。 

  

 事業の種類別業績は、以下の通りとなりました。 

① パッケージソフトウェア事業 

 当中間会計期間より、ドキュメント系ソフトに絞り込んでの販売活動を展開するとともに、ＤＭや大規模な展示

会への参加等による積極的な見込み案件発掘を行い、見込み案件が増えたものの、成約数が伸びず、売上高が前年

同期を下回り、結果大幅な損失を計上いたしました。当事業の業績は、売上高78,740千円（前年同期比7.6％

減）、営業損失23,282千円（前年同期は19,562千円の損失）となりました。 

② 受託開発事業 

 前事業年度より、開発内容に関して発注元と協議を続けておりました新規顧客からの受託案件の売上計上によ

り、売上高が前年同期に比べ大幅に伸びており、結果大幅な利益を計上いたしました。当事業の業績は、売上高

45,600千円（前年同期比327.3％増）、営業利益10,681千円（前年同期は3,005千円の損失）となりました。 

③ ネットワークソリューション事業 

 当中間会計期間より、産業廃棄物処理業者と不動産開発業者をターゲットに、積極的に受注活動を展開し、前年

同期より売上高は大幅に伸びたものの、粗利率が低いため、販売費及び一般管理費を吸収できず、大幅な損失を計

上しております。当事業の業績は、売上高16,373千円（前年同期比53.3％増）、営業損失26,566千円（前年同期は

24,874千円の損失）となりました。 

④ 不動産媒介事業 

 当中間会計期間より、正式に同事業を開始し、数件の不動産媒介案件が動いておりましたが、売買価格交渉が決

裂した等の理由により、１案件のみの媒介成立しかできませんでしたが、粗利率が高く、販売費及び一般管理費が

少なかったため、利益を計上しております。当事業の業績は、売上高10,000千円、営業利益7,298千円となりまし

た。 

(2) キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、327,438千円（前年同期比63.9％

増）となりました。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果取得した資金は14,872千円（前年同期は36,005千円の使用）となりました。これは主に未収入金

の減少及び税引前中間純損失が32,037千円（前年同期は49,852千円の損失）計上されたことによるものです。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果取得した資金は3,573千円（前年同期比96.1％減）となりました。これは主に投資有価証券の償

還による収入によるものです。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は1,333千円（前年同期比55.6％減）となりました。これは主に長期借入金の返済

による支出及び株式の発行による収入によるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間の生産実績を事業の種類別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価額によっております。 

２．上記の金額には消費税等を含んでおりません。 

(2) 受注状況 

（注）上記の金額には消費税等を含んでおりません。 

事業の種類 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（千円) 構成比（％) 金額（千円） 構成比（％) 金額（千円） 構成比（％） 

パッケージソフトウェア事業 85,253 80.0 78,740 52.2 162,732 67.7 

受託開発事業 10,671 10.0 45,600 30.3 46,496 19.3 

ネットワークソリューション事業 10,678 10.0 16,373 10.9 31,328 13.0 

不動産媒介事業 － － 10,000 6.6 － － 

合計 106,603 100.0 150,714 100.0 240,556 100.0 

事業の種類 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

受注高（千円) 受注残高(千円) 受注高（千円） 受注残高(千円) 受注高（千円） 受注残高(千円)

パッケージソフトウェア事業 84,838 0 78,740 0 162,417 0 

受託開発事業 14,784 5,900 10,198 500 80,610 35,902 

ネットワークソリューション事業 11,368 689 13,771 0 33,948 2,620 

不動産媒介事業 － － 10,000 0 － － 

合計 110,991 6,589 112,710 500 276,977 38,522 



(3) 販売実績 

 （注）１．上記の金額には消費税等を含んでおりません。 

２．前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は次のとおり

であります。 

 （注） 上記の金額には消費税等を含んでおりません。 

事業の種類 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（千円) 構成比（％) 金額（千円） 構成比（％) 金額（千円） 構成比（％） 

パッケージソフトウェア事業 85,253 80.0 78,740 52.2 162,732 67.7 

受託開発事業 10,671 10.0 45,600 30.3 46,496 19.3 

ネットワークソリューション事業 10,678 10.0 16,373 10.9 31,328 13.0 

不動産媒介事業 － － 10,000 6.6 － － 

合計 106,603 100.0 150,714 100.0 240,556 100.0 

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

株式会社リコー 51,147 48.0 46,413 30.7 

株式会社関電工 － － 28,439 18.8 

株式会社大塚商会 15,402 14.4 17,148 11.3 



３【対処すべき課題】 

   厳しい収益状態からの早急な脱却が現状の最優先事項です。このため、粗利率の低いネットワークソリューション

事業における販売スタッフを全員パッケージソフトウェア事業の販売体制の補強にあて、さらに管理体制を徹底さ

せ、販社・販売代理店との協力体制や当中間会計期間中に実施した大規模展示会への参加などによる見込み案件の追

求により、売上高を向上することで課題克服に努めてまいります。 

   なお、引き続き株式会社コマーシャル・アールイーグループの一員として、受託開発事業の発注を中心とした人材

面、営業面、財務面など広範囲に亘る支援を受けながら、自律的な業績回復を達成する所存です。 

４【経営上の重要な契約等】 

   当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

当中間会計期間において、当社は、株式会社リコーよりドキュメント処理ソフト「ＲＥＡＬＩＮＥＳ」の製造権及

び販売権について移管された（移管後の名称は「フォーム名人ＲＥＡＬ」）ことに伴い、「フォーム名人Ｐｒｏ（仮

称）」の開発を行っております。「フォーム名人ＲＥＡＬ」は当社の主力製品である「フォーム名人」と同社及び同

社系列の販社におけるシェアーを二分しております。「フォーム名人Ｐｒｏ（仮称）」は、両製品を機能統合した後

継製品として開発されており、来年１月の販売開始を予定しております。 

また、新規の顧客層獲得のため、業種特化型営業支援システム「Ｎｅｏ ＦｏｒｃｅＣＳ」の開発を行っておりま

す。同製品は、スケジュール管理・日報管理などの業務管理から売上分析・案件情報の共有化などによる営業のため

の組織的な販促展開を支援する機能まで有した製品となっております。当社では、さらに業種に特化したオプション

ソフトを開発し、製品の付加価値を上げていく予定です。同製品は12月の販売開始を予定しております。 

なお、これらの当中間会計期間における研究開発費は、17,495千円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

   当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

   当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありませ

ん。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成18年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権等の行使により発

行された株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ19の規定に基づいて発行した新株引受権 

 株主総会の特別決議日（平成12年11月30日） 

 （注）１．権利行使についての条件 

(1）新株引受権を付与された者は、権利行使時においても当社の取締役または使用人であることを要する。 

(2）新株引受権の譲渡、質入その他の処分は認めない。 

(3）その他の権利行使条件の細目については、本総会決議および取締役会決議に基づき付与契約において定め

るものとする。 

２．発行価額は、当社が株式分割等によりこの発行価額を下回る払込価額で新株を発行するときは、次の算式に

より調整されます。 

ただし、発行価額は当社額面普通株式を適法に発行するために必要な最低金額を下回らないものとし、か

つ、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げます。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 165,688 

計 165,688 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月15日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 41,489 41,489 
福岡証券取引所 

（Q-Board） 
－ 

計 41,489 41,489 － － 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  78  78 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 33,334（注）２ 33,334（注）２ 

新株予約権の行使期間 
平成14年４月30日から 

平成22年11月29日まで 

平成14年４月30日から 

平成22年11月29日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格  33,334円 

資本組入額 16,667円 

発行価格  33,334円 

資本組入額 16,667円 

新株予約権の行使の条件 （注）１ （注）１ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）１ （注）１ 

代用払込みに関する事項  －  － 

調整後発行価額 ＝ 

既発行

株式数 
× 
調整前発

行価額 
＋
新規発行

株式数 
×
１株当たり

払込価額 

既発行株式数＋新規発行株式数 



② 旧商法第280条ノ20および旧商法第280条ノ21の規定に基づいて発行した新株予約権 

 株主総会の特別決議日（平成14年６月28日） 

 （注）１．新株予約権の行使の条件 

(1）権利付与時において当社または当社の子会社の取締役、監査役もしくは従業員の地位にある者が新株予約

権の割当を受けた場合は、権利行使時においても、当社または当社の子会社の取締役、監査役もしくは従

業員の地位にあることを要す。ただし、当社または当社の子会社の取締役もしくは監査役を任期満了によ

り退任した場合、定年退職その他正当な理由のある場合にはこの限りではない。 

(2）新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。 

(3）この他の条件は、本総会および新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締

結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

    ２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数に

ついてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割（または併合）の比率 

新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）を行う場

合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個）   110（注）１   110（注）１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）   330（注）１,２   330（注）１,２ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 79,200（注）２ 79,200（注）２ 

新株予約権の行使期間 
平成16年６月29日から 

平成24年６月27日まで 

平成16年６月29日から 

平成24年６月27日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格 79,200円 

資本組入額79,200円 

発行価格 79,200円 

資本組入額79,200円 

新株予約権の行使の条件 （注）１ （注）１ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）１ （注）１ 

代用払込みに関する事項  －  － 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 

分割・併合の比率

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額 

新株式発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



③ 旧商法第280条ノ20および旧商法第280条ノ21の規定に基づいて発行した新株予約権 

 株主総会の特別決議日（平成16年６月29日） 

 （注）１．新株予約権の行使の条件 

(1）権利行使時において、当社の取締役、監査役もしくは従業員ならびに社外協力者の地位にあることを要す

る。ただし、当社の取締役、監査役を任期満了により退任した場合、定年退職その他正当な理由のある場

合にはこの限りではない。 

(2) 新株予約権者は、その権利を相続することができない。 

(3) 新株予約権の譲渡、または質入等の担保権設定およびその他の処分はできない。 

(4) この他の条件は、本総会決議および新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間

で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

    ２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数に

ついてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割（または併合）の比率 

新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）を行う場

合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個）    1,362（注）１   1,362（注）１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）    1,362（注）１,２    1,362（注）１,２ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 40,919（注）２ 40,919（注）２ 

新株予約権の行使期間 
平成18年６月30日から 

平成23年６月29日まで 

平成18年６月30日から 

平成23年６月29日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格 40,919円 

資本組入額20,460円 

発行価格 40,919円 

資本組入額20,460円 

新株予約権の行使の条件 （注）１ （注）１ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）１ （注）１ 

代用払込みに関する事項  －  － 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１ 

株式分割または株式併合の比率 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額 

１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）発行済株式総数の増加30株は、新株予約権の行使による新株の発行によるものであります。  

(4）【大株主の状況】 

 （注）ゴールドマン・サックス・インターナショナルおよびドイチェ バンク アーゲー ロンドン ビービー ノン

トリティー クライアンツ６１３は主として機関投資家の所有する株式の保管業務を行っており、Tower K1  

J-Fund，Tower K1 Fund，Tower K1 Japan Master Fund LP，SHOKORO Fundの株式名義人となっております。 

年月日 
発行済株式
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
（株） 

資本金増減
額（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年４月１日～ 

平成18年９月30日(注) 
 30 41,489 613  789,634  613  634,734 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ゴールドマン・サックス・イ

ンターナショナル 
133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,U.K 24,000 57.84 

株式会社コマーシャル・アー

ルイー 
東京都中央区京橋２丁目4-12 8,268 19.92 

ドイチェ バンク アーゲー 

ロンドン ビービー ノン 

トリティー クライアンツ６

１３ 

WINCHESTER HOUSE １ GREAT WINCHESTER  

STREET LONDON EC2N 2DB,UK 
3,500 8.43 

石川 泰啓 長崎県諫早市 500 1.20 

株式会社友和コンサルティン

グ 
東京都世田谷区上用賀３丁目13-14 220 0.53 

片岡 淳 東京都三鷹市 201 0.48 

バンク.イン.リヒテンシュタ

イン 
9490 VADUZ, FURSTENTUM LIECHETENSTEIN 181 0.43 

吉川 敬一 北海道勇払郡 170 0.40 

小野寺 裕司 東京都目黒区 149 0.35 

三藏産業株式会社 東京都港区東麻布１丁目6-8 130 0.31 

計 － 37,319 89.94 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、福岡証券取引所Q-Boardにおけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 41,489  41,489 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 41,489 － － 

総株主の議決権 － 41,489 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 57,500 57,900 53,000 44,000 44,100 39,400 

最低（円） 53,500 54,400 40,000 32,800 38,000 28,000 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表について、三優監査法人

により中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は、子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   199,752   327,438 310,325   

２．受取手形   2,183   1,109 1,492   

３．売掛金   27,920   31,247 26,236   

４．有価証券   20,102   － 10,019   

５．たな卸資産   4,851   3,671 13,544   

６．前払費用   2,067   2,182 1,397   

７．未収入金   22,543   2 38,424   

８．その他   291   2,674 473   

９．貸倒引当金   △50   △50 △50   

流動資産合計     279,661 19.7 368,275 55.6   401,864 58.3

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1) 建物 ※２ 64,894   62,312 63,245   

(2）車両運搬具   2,345   3,975 1,919   

(3) 工具器具備品   8,316   6,960 6,254   

(4) 土地 ※２ 30,953   30,953 30,953   

有形固定資産合計   106,510   104,201 102,373   

２．無形固定資産           

(1) ソフトウェア   8,452   8,697 7,794   

(2) ソフトウェア仮
勘定 

  326   345 217   

(3) 電話加入権   84   84 84   

無形固定資産合計   8,862   9,126 8,096   

３．投資その他の資産           

(1) 投資有価証券   1,019,800   175,678 175,888   

(2) 長期前払費用   398   193 395   

(3) 敷金   248   3,832 198   

(4) 保証金   600   610 600   

投資その他の資産
合計 

  1,021,046   180,314 177,081   

固定資産合計     1,136,419 80.3 293,642 44.4   287,550 41.7

資産合計     1,416,080 100.0 661,917 100.0   689,414 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   4,446   2,468 4,261   

２．１年以内返済予定
長期借入金 

※２ 6,000   6,000 5,500   

３．未払金   4,683   8,569 3,656   

４．未払費用   3,992   4,675 3,949   

５．未払法人税等   3,002   3,880 3,394   

６．未払消費税等 ※４ 1,118   1,985 4,207   

７．預り金   659   2,073 721   

８．繰延税金負債   41   － 8   

９．賞与引当金   6,504   7,472 6,442   

10．その他   2,948   5,943 2,179   

  流動負債合計     33,395 2.3 43,067 6.5   34,321 5.0

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※２ 18,500   13,000 16,000   

２．繰延税金負債   1,131   79 164   

固定負債合計     19,631 1.4 13,079 2.0   16,164 2.3

負債合計     53,027 3.7 56,147 8.5   50,486 7.3



  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）            

Ⅰ 資本金    788,404 55.7  － －  789,020 114.4 

Ⅱ 資本剰余金            

資本準備金   633,504   －   634,120   

資本剰余金合計    633,504 44.8  － －  634,120 92.0 

Ⅲ 利益剰余金            

中間（当期）
未処理損失 

  60,584   －   784,468   

利益剰余金合計    △60,584 △4.3  － －  △784,468 △113.7 

Ⅳ その他有価証券
評価差額金 

   1,729 0.1  － －  255 0.0 

資本合計    1,363,053 96.3  － －  638,928 92.7 

負債資本合計    1,416,080 100.0  － －  689,414 100.0 

（純資産の部）            

Ⅰ 株主資本                  

１ 資本金    － －  789,634 119.3  － － 

２ 資本剰余金            

資本準備金   －   634,734   －   

資本剰余金合
計 

   － －  634,734 95.9  － － 

３ 利益剰余金            

その他利益剰
余金 

           

繰越利益剰余
金 

  －   △818,716   －   

利益剰余金合
計 

   － －  △818,716 △123.7  － － 

株主資本合計    － －  605,652 91.5  － － 

Ⅱ 評価・換算差額
等 

                 

その他有価証
券評価差額金 

   － －  118 0.0  － － 

評価・換算差額
等合計 

   － －  118 0.0  － － 

純資産合計    － －  605,770 91.5  － － 

負債純資産合計    － －  661,917 100.0  － － 

           



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     106,603 100.0 150,714 100.0   240,556 100.0 

Ⅱ 売上原価     28,375 26.6 57,573 38.2   81,726 34.0

売上総利益     78,227 73.4 93,141 61.8   158,830 66.0

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    125,669 117.9 125,009 82.9   218,804 90.9

営業損失     47,441 △44.5 31,867 △21.1   59,974 △24.9

Ⅳ 営業外収益 ※１   11,391 10.7 424 0.3   56,824 23.6

Ⅴ 営業外費用 ※２   832 0.8 602 0.4   26,858 11.2

経常損失     36,882 △34.6 32,045 △21.2   30,008 △12.5

Ⅵ 特別利益 ※３   － － 55 0.0   － －

Ⅶ 特別損失 
※４ 
※５ 

  12,969 12.2 48 0.0   742,262 308.5

税引前中間（当
期）純損失 

    49,852 △46.8 32,037 △21.2   772,270 △321.0

法人税、住民税及
び事業税 

  1,466   2,211 2,932   

法人税等調整額   － 1,466 1.4 － 2,211 1.5 － 2,932 1.2

中間（当期）純損
失 

    51,318 △48.2 34,248 △22.7   775,202 △322.2

前期繰越損失     9,265 －   9,265 

中間（当期）未処
理損失 

    60,584 －   784,468 

             



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 

株主資本 
評価・換算 
差額等  

純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 

その他有価証
券評価差額金 資本 

準備金 
資本剰余
金合計 

その他利
益剰余金

利益剰余
金合計 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高（千円） 789,020 634,120 634,120 △784,468 △784,468 638,673 255 638,928

当中間会計期間中の変動額         

新株の発行 613 613 613 － － 1,227 － 1,227

中間純利益 － － － △34,248 △34,248 △34,248 － △34,248

株主資本以外の項目の中間会計期間中

の変動額（純額） 
－ － － － － － △137 △137

当中間会計期間中の変動額合計（千円） 613 613 613 △34,248 △34,248 △33,021 △137 △33,158

平成18年９月30日残高（千円） 789,634 634,734 634,734 △818,716 △818,716 605,652 118 605,770



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

税引前中間（当期）
純損失 

  △49,852 △32,037 △772,270 

減価償却費   8,240 6,049 15,276 

減損損失   11,727 － 11,727 

賞与引当金の増加額   120 1,030 58 

貸倒引当金の減少額   △162 － △162 

受注損失引当金の減
少額 

  △3,700 － △3,700 

受取利息及び配当金   △125 △207 △840 

支払利息   832 158 1,012 

新株発行費   － 60 78 

固定資産除却損   605 48 898 

固定資産売却益   － △55 － 

投資有価証券売却益   △4,064 － △11,087 

投資有価証券評価損   － － 729,000 

関係会社清算損   637 － 637 

売上債権の減少額
（△増加額） 

  17,429 △4,628 19,803 

たな卸資産の減少額
（△増加額） 

  3,524 9,873 △5,167 

仕入債務の増加額
（△減少額） 

  1,387 △1,793 1,203 

未払金の増加額 
（△減少額） 

  △19,551 2,438 △20,572 

未払費用の増加額   99 725 56 

未払消費税等の増加
額（△減少額） 

  593 △2,222 3,682 

前受金の増加額 
（△減少額） 

  △561 3,763 △1,330 

その他   1,772 33,783 △13,804 

小計   △31,049 16,985 △45,501 

 



    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

利息及び配当金受取
額 

  125 207 840 

利息支払額   △832 △158 △1,012 

法人税等の支払額   △4,459 △2,229 △5,235 

法人税等の還付額   210 68 210 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △36,005 14,872 △50,699 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

定期預金の解約によ
る収入 

  10,000 － 10,000 

投資有価証券の取得
による支出 

  △241,860 － △241,860 

投資有価証券の償還
による収入 

  － 10,000 10,000 

投資有価証券の売却
による収入 

  315,353 － 434,896 

関係会社清算による
収入 

  14,362 － 14,362 

有形固定資産の取得
による支出 

  △5,326 △3,312 △5,886 

有形固定資産の売却
による収入 

  15 100 15 

無形固定資産の取得
による支出 

  △993 △3,214 △2,859 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  91,551 3,573 218,668 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

短期借入金による収
入 

  150,000 － 150,000 

短期借入金の返済に
よる支出 

  △150,000 － △150,000 

長期借入金の返済に
よる支出 

  △3,000 △2,500 △6,000 

株式の発行による収
入  

  － 1,166 1,154 

配当金の支払額   △5 － △10 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △3,005 △1,333 △4,856 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増加額 

  52,540 17,113 163,113 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  147,211 310,325 147,211 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

 ※ 199,752 327,438 310,325 

    



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社は、前事業年度において、継続企業の

前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況の

記載をいたしましたが、当中間会計期間にお

いても営業損失47,441千円（前中間会計期間

は63,357千円の損失）、経常損失36,882千円

（前中間会計期間は75,381千円の損失）、中

間純損失51,318千円（前中間会計期間は

21,461千円の損失）と継続的に重要な営業損

失、経常損失及び中間純損失を計上しており

ます。 

 当該状況により、継続企業の前提に関する

重要な疑義が存在しております。 

 当社は、当該状況を打破すべく、現在収益

構造の改革を実施中であり、その進捗状況に

ついては、以下の通りとなっております。 

 前事業年度から取り組んでおりますパッケ

ージソフトウェアの顧客への直接販売活動を

中心とした積極的な受注活動を展開した結

果、汎用性の高いドキュメント系ソフトを中

心に売上高は前年同期比25.3％増加いたしま

した。しかしながら計画を下回っており、不

十分な状況であります。今後、下期に現在開

発中の新製品を集中して発売いたします。ま

た、新たな販売手段として、10月よりダウン

ロード販売を開始しております。これらを追

い風に更なる売上高向上を目指して参りま

す。 

 受託開発事業では、当初受注を予定してい

た大口の受託開発が１件受注できなかったた

め、売上高は計画を大幅に下回りましたが、

受注案件の採算管理の徹底により、大幅な損

失を計上することはありませんでした。ま

た、当中間会計期間より開発部門を統合した

ことにより、システム開発技術者を効率よく

運用するべく、受注案件に関わっていない技

術者に関しては、パッケージソフトウェアの

新製品開発に注力させております。 

 当社は、前事業年度において、継続企業の

前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況の

記載をいたしましたが、当中間会計期間にお

いても営業損失31,867千円（前中間会計期間

は47,441千円の損失）、経常損失32,045千円

（前中間会計期間は36,882千円の損失）、中

間純損失34,248千円（前中間会計期間は

51,318千円の損失）と継続的に重要な営業損

失、経常損失及び中間純損失を計上しており

ます。 

 当該状況により、継続企業の前提に関する

重要な疑義が存在しております。 

 当社は、当該状況を打破すべく、現在収益

構造の改革を実施中であり、その進捗状況に

ついては、以下の通りとなっております。 

 受託開発事業では、前事業年度中より開発

内容に関して発注元と協議を続けておりまし

た新規顧客からの受託案件の売上計上によ

り、売上高が前年同期に比べ大幅に伸びてお

ります。下期は積極的に受注活動を進め、開

発部門の生産性をさらに高めていく所存で

す。 

 パッケージソフトウェア事業では、ドキュ

メント系ソフトに絞り込んでの販売活動を実

施するとともに、ＤＭや大規模な展示会への

参加等による積極的な見込み案件発掘を行

い、見込み案件は増えたものの成約数が伸び

ず、売上高が前年同期を下回っております。 

 しかしながら、粗利率が高い同事業は、当

社の業績向上には欠かせません。福西電機株

式会社との販売代理店契約の締結など今後の

売上増へ向けての下地作りも進んでおります

ので、下期はネットワークソリューション事

業における販売スタッフを全員パッケージソ

フトウェア事業の販売体制の補強にあて、さ

らに管理体制を徹底させ、販社・販売代理店

との協力体制や展示会の見込み案件の追及に

より、売上高の大幅増を図ってまいります。 

 当社は、当期において営業損失59,974千円

（前期は88,887千円の損失）、経常損失

30,008千円（前期は96,785千円の損失）、当

期純損失775,202千円（前期は44,937千円の

損失）と継続的に重要な営業損失、経常損失

及び当期純損失を計上しております。 

 当該状況により、継続企業の前提に関する

重要な疑義が存在しております。 

 このような状況を解消すべく以下の経営計

画を実行してまいります。 

１．システム受託開発の積極的な受注活動の

実施 

 当期において、開発部門の生産性を上げる

ため、積極的にシステム受託開発案件の受注

活動を行ってきた結果、従来の主要顧客であ

る株式会社コマーシャル・アールイーや長崎

県庁以外の新規顧客からのシステム受託開発

案件を獲得し、売上計上するに至りました。

今後は、さらに積極的に受注活動を行い、シ

ステム受託開発案件を獲得していく所存で

す。  

２．パッケージソフトウェアの絞込みと販売

強化 

 利益率の高いパッケージソフトウェア売上

高の回復のため、今後は、フォーム名人，消

防くん，ウエイストマネージャーなどのドキ

ュメント系ソフトに絞り込んで、販売活動を

展開するとともに、新規販売店の獲得や成功

報酬型のビジネス・アドバイザーによる新た

な市場への展開を図っていく所存です。  

３．ネットワークソリューション事業の確立 

 当期より同事業を立ち上げたため、ターゲ

ット層の絞込みがうまくいかず計画した売上

高を大幅に下回りましたが、ここに来てよう

やくターゲット層の絞込みができて参りまし

た。 今後は、産業廃棄物処理業者と不動産

開発業者をターゲットとして、積極的に受注

活動を展開していき、同事業を確立していく

所存です。 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 上記の既存事業に加え、新たな収益源とし

て当中間会計期間よりＡＯＳテクノロジーズ

株式会社製の各種ネットワークシステム販売

を軸としたネットワークソリューション事業

を開始し、積極的な受注活動を展開しました

が、取引高の大きさなどから、受注までの交

渉期間が長期化し、大型商業物件や大型ベッ

トタウンへの商談数件が成約に結びつかなか

ったため、売上高は計画を大幅に下回りまし

た。 

 しかし継続して交渉中の案件も複数存在し

ておりますので、早急に成約できるよう行動

して参ります。 

 全体として、当中間会計期間においては、

売上高が前年同期比31.5％増加するなど徐々

に改善の兆しは見えますが、引き続き収益構

造の改革を推し進めて、一刻も早く当該事象

を解消できるよう努めて参ります。 

 また、当社は、前事業年度に引き続き株式

会社コマーシャル・アールイーの連結グルー

プ会社として、同社から人材面、営業面、財

務面など広範囲に亘る支援を受けながら、自

律的な業績回復を達成する所存です。 

 中間財務諸表は、継続企業を前提として作

成されており、このような重要な疑義の影響

を中間財務諸表には反映されておりません。 

 ネットワークソリューション事業では、同

事業の確立のため、産業廃棄物処理業者と不

動産開発業者をターゲットに、積極的に受注

活動を展開してまいりました。売上高は前年

同期に比べ大幅に伸びたものの、当初同事業

に期待していた売上高には程遠い状況となっ

ております。そのため、下期においては、同

事業の販売スタッフは、パッケージソフトウ

ェア事業の販売活動の補強にあてる所存で

す。 

 また、６月より新規事業として、不動産媒

介事業を開始いたしましたが、当初の見込み

案件については、売買価格交渉が決裂した等

の理由により媒介できず、急遽代替案件の受

注に切り替えましたが、１案件のみの媒介成

立しかできませんでした。ただ同事業につい

ては粗利率が高く、かつ販売費及び一般管理

費が少なく、また現状では新規見込み案件も

多いため、下期も継続して見込み案件の追及

を行っていく所存です。 

 当中間会計期間においては、売上高が前年

同期比41.3％増加するなど年々改善の兆しは

見えますが、まだ不十分な状況です。引き続

き収益構造の改革を推し進めて、一刻も早く

当該事象を解消できるよう努めてまいりま

す。 

 また、当社は、前事業年度に引き続き株式

会社コマーシャル・アールイーの連結グルー

プ会社として、同社から人材面、営業面、財

務面など広範囲に亘る支援を受けながら、自

律的な業績回復を達成する所存です。 

 中間財務諸表は、継続企業を前提として作

成されており、このような重要な疑義の影響

を中間財務諸表には反映されておりません。 

４．新規事業の立ち上げ 

 上記の３事業に加え、不動産媒介業務を中

心とする事業を立ち上げることにより、売上

高の向上を図っていく所存です。 

 また、当社は、株式会社コマーシャル・ア

ールイーの連結グループ会社として、引き続

き人材面、営業面、財務面など広範囲に亘る

支援を受けながら、自律的な業績回復を達成

する所存であります。 

 財務諸表は、継続企業を前提として作成さ

れており、このような重要な疑義の影響を財

務諸表には反映されておりません。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

  

(1) 有価証券 (1) 有価証券 (1) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は、全部資本直入法により処

理し、売却原価は、移動平均

法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は、全部純資産直入法により

処理し、売却原価は、移動平

均法により算定） 

その他有価証券 

  時価のあるもの 

 決算末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は、全

部資本直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法によ

り算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同  左 

  時価のないもの 

同  左 

  (2) たな卸資産 

原材料 

 最終仕入原価法による原価

法によっております。 

(2) たな卸資産 

原材料 

同  左 

(2) たな卸資産 

原材料 

同  左 

  仕掛品 

 個別法による原価法によっ

ております。 

仕掛品 

同  左 

仕掛品 

同  左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備は除く）については定額法に

よっております。 

 なお、主な耐用年数について

は、以下のとおりであります。 

 建物 ７～47年 

(1) 有形固定資産 

同  左 

(1) 有形固定資産 

 同  左 

  (2) 無形固定資産 

定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に、市場販

売目的のソフトウェアについて

は、見込み販売可能期間（３

年）に基づいております。 

(2) 無形固定資産 

同  左 

(2) 無形固定資産 

同  左 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込み額を計上しておりま

す。 

(1) 貸倒引当金 

同  左 

(1) 貸倒引当金 

同  左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (2) 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てる

ため、将来の支払見込額のうち

当中間会計期間の負担額を計上

しております。 

(2) 賞与引当金 

同  左 

(2) 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てる

ため、将来の支払見込額のうち

当事業年度の負担額を計上して

おります。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

同  左 同  左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日の到来

する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない短

期投資からなっております。 

同  左 同  左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

 消費税等の会計処理 

同  左 

 消費税等の会計処理 

同  左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 

平成15年10月31日）に従い、当中間会計期間

から同会計基準及び同適用指針を適用してお

ります。 

 これにより営業損失及び経常損失はそれぞ

れ199千円減少し、税引前中間純損失は

11,527千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の中間財務諸表等規則に基づき各資産の金額

から直接控除しております。 

 ―――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号

平成15年10月31日）に従い、当期から同会計

基準及び同適用指針を適用しております。 

 これにより営業損失及び経常損失は398千

円減少し、税引前当期純損失は11,328千円増

加しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から

直接控除しております。 

 ―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

605,770千円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正により、

当中間会計期間における中間貸借対照表の純

資産の部については、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

 ―――――― 

 ―――――― （不動産媒介事業に係る収益及びこれに対応

する費用の計上方法の変更） 

 前期まで、不動産媒介による手数料収入

は、「営業外収益」に、これに対応する原価

は「営業外費用」に計上しておりましたが、

当中間会計期間より、不動産媒介による手数

料収入を「売上高」に、これに対応する原価

を「売上原価」に計上する方法に変更いたし

ました。 

 この変更は、定款の目的のひとつである不

動産媒介業務による収益の重要性が増加傾向

にあるため、当中間会計期間において社内に

ＲＥ事業部を設置したことに伴い、会社の営

業活動に基づく損益区分をより明確に表示す

るために変更したものであります。 

 この変更により、従来と同一の基準によっ

た場合に比べ、売上高は10,000千円、売上原

価は954千円それぞれ増加し、売上総利益は

9,045千円多く、営業損失は9,045千円少なく

表示されております。なお、経常損失及び税

引前中間純損失への影響はありません。 

 ―――――― 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

25,529千円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

29,232千円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

27,813千円であります。 

※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

建物 64,894千円

土地 30,953千円

計 95,847千円

建物 61,778千円

土地 30,953千円

計 92,731千円

建物 63,245千円

土地 30,953千円

計 94,198千円

上記に対する債務 上記に対する債務 上記に対する債務 

１年以内返済予定長期

借入金 
6,000千円

長期借入金 18,500千円

計 24,500千円

１年以内返済予定長期

借入金 
6,000千円

長期借入金 13,000千円

計 19,000千円

１年以内返済予定長期借

入金 
5,500千円

長期借入金 16,000千円

計 21,500千円

３．当社得意先のリース債務807千円に対

して債務保証を行っております。 

３．当社得意先のリース債務2,778千円に

対して債務保証を行っております。 

３．当社得意先のリース債務719千円に対

して債務保証を行っております。 

※４．消費税等の取扱い 

仮払消費税等および仮受消費税等は、

相殺の上、未払消費税等として表示し

ております。 

※４．消費税等の取扱い 

同  左 

―――――― 

  



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．営業外収益の主要項目  ―――――― ※１．営業外収益の主要項目 

匿名組合分配金 7,189千円

投資有価証券売却益 4,064千円

 受取手数料 37,681千円

投資有価証券売却益 11,087千円

匿名組合分配金 7,189千円

―――――― ―――――― ※２．営業外費用の主要項目 

    支払手数料 25,766千円

―――――― ※３．特別利益の主要項目 ―――――― 

  固定資産売却益 55千円  

※４．特別損失の主要項目 ※４．特別損失の主要項目 ※４．特別損失の主要項目 

減損損失 11,727千円 固定資産除却損 48千円 投資有価証券評価損 729,000千円

減損損失 11,727千円

※５．減損損失 

  当中間会計期間において、当社は以下の

資産について減損損失を計上しておりま

す。 

―――――― ※５．減損損失 

  当期において、当社は以下の資産につい

て減損損失を計上しております。 

  

場所 用途 種類 金額 

東京都中央区 支店 

建物 1,139千円

工具器具
備品 

502千円

長崎県長崎市 本社 

建物 4,372千円

土地 2,046千円

車輌 
運搬具 

165千円

工具器具
備品 

1,866千円

電話 
加入権 

1,634千円

場所 用途 種類 金額 

東京都中央区 支店 

建物 1,139千円

工具器具
備品 

502千円

長崎県長崎市 本社 

建物 4,372千円

土地 2,046千円

車輌 
運搬具 

165千円

工具器具
備品 

1,866千円

電話 
加入権 

1,634千円

 

  当社は、事業の種類別を基礎として資産

のグルーピングを行っております。また、

本社ビル等は共用資産としております。 

  全ての事業について、営業損益が継続し

てマイナスとなっているため、各事業資産

及び共用資産について、帳簿価額を回収可

能額まで減額し、当該減少額を減損損失

（11,727千円）として特別損失に計上いた

しました。 

  なお、当中間会計期間において減損損失

の測定に使用した回収可能価額は正味売却

価額であり、不動産については不動産鑑定

評価額、その他の固定資産については当社

又は第三者による合理的な見積額を基礎に

処分費用見込額を控除して算定しておりま

す。 

   当社は、事業の種類別を基礎として資産

のグルーピングを行っております。また、

本社ビル等は共用資産としております。 

  全ての事業について、営業損益が継続し

てマイナスとなっているため、各事業資産

及び共用資産について、帳簿価額を回収可

能額まで減額し、当該減少額を減損損失

（11,727千円）として特別損失に計上いた

しました。 

  なお、当期において減損損失の測定に使

用した回収可能価額は正味売却価額であ

り、不動産については不動産鑑定評価額、

その他の固定資産については当社又は第三

者による合理的な見積額を基礎に処分費用

見込額を控除して算定しております。 

 ６．減価償却実施額  ６．減価償却実施額  ６．減価償却実施額 

有形固定資産 4,058千円

無形固定資産 4,181千円

有形固定資産 3,913千円

無形固定資産 2,135千円

有形固定資産 8,491千円

無形固定資産 6,785千円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

  当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

   １．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

   （注）普通株式の発行済株式総数の増加30株は、新株予約権の行使による新株の発行による増加であります。 

   ２．新株予約権に関する事項 

     該当事項はありません。 

   ３．配当に関する事項 

     該当事項はありません。 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 リース取引に重要性がありませんので、記載を省略しております。 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 リース取引に重要性がありませんので、記載を省略しております。 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

リース取引に重要性がありませんので、記載を省略しております。 

 
前事業年度末 
株式数（株） 

当中間会計期間 
増加株式数（株） 

当中間会計期間 
減少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

普通株式（注） 41,459 30 － 41,489 

合計 41,459 30 － 41,489 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 199,752千円

現金及び現金同等物 199,752千円

現金及び預金勘定 327,438千円

現金及び現金同等物 327,438千円

現金及び預金勘定 310,325千円

現金及び現金同等物 310,325千円



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券 

当中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

債券       

社債 20,000 20,102 102 

その他 116,000 118,800 2,800 

  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 901,000 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

その他 3,480 3,678 198 

  
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 172,000 



前事業年度末（平成18年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

 前中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

  当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

 当中間会計期間は付与していないため、該当事項はありません。 

  種類  

前事業年度末（平成18年３月31日）  

取得原価（千円）  
貸借対照表計上額  
 （千円） 

差額（千円）  

貸借対照表計上額が

取得原価を超えるも

の 

  

債券 
      

社債 10,000 10,019 19 

その他 3,480 3,888 408 

合計 13,480 13,907 427 

  
前事業年度末 

（平成18年３月31日） 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 172,000 



（持分法損益等） 

 前中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

  該当事項はありません。 

 当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  該当事項はありません。 

 前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 32,906.51円

１株当たり中間純損失 1,238.92円

１株当たり純資産額 14,600.74円

１株当たり中間純損失 825.93円

１株当たり純資産額 15,411.09円

１株当たり当期純損失 18,707.07円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、１株当たり

中間純損失が計上されているため、

記載しておりません。 

同  左 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、１株当たり

当期純損失が計上されているため、

記載しておりません。 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純損失（千円） 51,318 34,248 775,202 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失 

（千円） 
51,318 34,248 775,202 

期中平均株式数（株） 41,422 41,467 41,439 

希薄化効果を有しないため潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の

算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権３種類（新

株予約権の数1,837

株）。詳細は、「第４

提出会社の状況、１株

式等の状況、（2）新

株予約権等の状況」に

記載のとおりでありま

す。 

新株予約権３種類（新

株予約権の数1,770

株）。詳細は、「第４

提出会社の状況、１株

式等の状況、（2）新

株予約権等の状況」に

記載のとおりでありま

す。 

新株予約権３種類（新

株予約権の数1,800  

株）。詳細は、「第４

提出会社の状況、１株

式等の状況、（2）新

株予約権等の状況」に

記載のとおりでありま

す。 



（重要な後発事象） 

 前中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

  該当事項はありません。 

 当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  該当事項はありません。 

 前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  該当事項はありません。 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第19期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月30日福岡財務支局長に提出。



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年11月28日

株式会社ビジネス・ワン    

 取締役会御中  

 三 優 監 査 法 人  

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 杉田 純   印 

 業務執行社員  公認会計士 吉川 秀嗣  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ビジネス・ワンの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第19期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロ

ー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ビジネス・ワンの平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月

１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

追記情報 

１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は継続的に重要な営業損失、経常損失及び中間純損失を計上して

おり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されてい

る。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映し

ていない。 

２．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損

に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月６日

株式会社ビジネス・ワン    

 取締役会御中  

 三 優 監 査 法 人  

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 杉田 純   印 

 業務執行社員  公認会計士 吉川 秀嗣  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ビジネス・ワンの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第20期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算

書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ビジネス・ワンの平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

追記情報 

１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は継続的に重要な営業損失、経常損失及び中間純損失を計上して

おり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されてい

る。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映し

ていない。 

２．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

３．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は不動産媒介事業に係る収益及びこれ

に対応する費用の計上方法を変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 
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